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海外勤務する従業員の契約上の問題 

小規模の企業でさえ海外オフィスを持つ現代のグローバル経済において、従業員の海外勤務が一般的なことになっ

てきています。これは、国際的な顧客との連絡、サプライチェーンや海外生産の監督などといった、従業員の任務

の遂行にしばしば必要です。従業員を海外に派遣する前に雇用主が確実にする必要があることは、雇用契約に違反

しないようにすることです。 

 

従業員は、仕事を開始してから2ヶ月以内に、一般に雇用契約書と呼ばれる雇用の明細書を受け取る権利がありま

す。これは、主な雇用条件を定めており、従業員の氏名、賃金、労働時間など、特定の規定を含める必要がありま

す。含まれなければならないことの1つに従業員の「勤務地」があり、従業員が英国外で働くことが予想される場

合は特に重要です。 

雇用契約書には、一般的に従業員の通常の勤務地が記載され、これは多くの場合、会社のオフィスまたは彼らが拠

点とする商業施設です。これに加えて、多くの雇用契約書には「モビリティ条項」と呼ばれる、雇用主に従業員を

別の勤務地に異動させる権限を与える条項が含まれています。従業員の契約書にモビリティ条項が含まれていて、

雇用主から他の場所で働くという妥当な要求を受けた場合、雇用主はそれを拒否する従業員を解雇する権利があり

ます。雇用主はその従業員が海外で働くことを予期する場合、この条項が英国外で働くことをカバーしていること

が重要です。 

さらに、1ヶ月以上英国外で従業員が勤務する必要がある場合、雇用に関する明細書には以下の項目も含まれなけ

ればなりません。 

(i)  英国外で勤務する期間 

(ii)  英国外勤務期間中の報酬の通貨 

(iii) 英国外勤務が要求されるために支払われる追加報酬、および提供され  

    る手当      

(iv) そして英国への帰国に関する諸条件 

これらの情報のすべては当事者が最初に契約を締結した時点で雇用契約に含まれているのが理想でしょう。しか

し、当事者が最初に契約を締結する時点では、従業員が海外勤務する必要があるかどうかは必ずしもはっきりして

いないため、そのような条項を含むことが難しくなります。しかし従業員が海外勤務することが明らかになった

ら、従業員が任務地に行く前までに会社はこれを書面で確認する必要があります。さもなければ、海外勤務を可能

にする契約条項なしに、従業員に海外勤務を命じたことにより、会社は契約違反となるでしょう。 

さらに、彼らに海外勤務を命じることが分かっていたとしても、任務の全期間が最初は明確でなかったり、変更さ

れたりする可能性があります。そのため、最初に海外で1ヶ月間就労するように求められていた従業員の任期が2〜

3ヶ月に変わる可能性があります。その場合、1ヶ月後に従業員は任務の継続を拒否し、帰国を主張することができ

ます。もし会社がそれを認めない場合、契約違反となり、従業員は辞職し、みなし解雇の訴えをあ

げる可能性があります。したがって、任期を設定する際には、できるだけ正確に期間を見積もり、

かつ任期の延長に備え、期間を追加できるようにしておくことが必要です。 

海外勤務する従業員のための契約書や追加の書面による同意書の作成にアド

バイスが必要な方は、3HRの雇用法チームまでお気軽にご連絡ください。 
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